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特別養護老人ホーム ニューバード 

（指定介護老人福祉施設） 

 

重要事項説明書 
〈令和 8 年 6 月 1 日現在〉 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 近代老人福祉協会 
 

 

 

 

当施設は介護保険の指定を受けています。 

（横浜市指定 第 1470901669 号） 
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１．施設経営法人 

 

（１）法人名        社会福祉法人 近代老人福祉協会 

（２）法人所在地     神奈川県横浜市港北区新羽町２５３０－４ 

（３）電話番号       ０４５－５３４―０１５０ 

（４）代表者氏名     理事長  清水 唯雄 

（５）設立年月       昭和 ４１年 １月２１日 

 

２．ご利用施設 

（１）施設の種類    指定介護老人福祉施設・平成１９年５月１日指定  

神奈川県１４７０９０１６６９号 

（２）施設の目的 

老人福祉法第２０条の５に定める特別養護老人ホームで、介護保険法第８６条に基づき

指定された特別養護老人ホームで、介護保険法第８６条に基づき指定された介護老人福

祉施設です。要介護３から５の認定を受けた方、若しくは要介護１又は２の認定を受け

ている方のうち、やむを得ない事情により居宅において日常生活を営むことが困難であ

る方（「特例入所の要件」のいずれかに該当する方）が入居し、日常生活に必要なサービ

スを行うことを目的とした施設です。 

 

【特例入所の要件】 

ア 認知症である者であって、日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困

難さが頻繁に見られる。 

イ 知的障害・精神障害を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難

さが頻繁に見られる。 

ウ 家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・安心の確保が困難な

状態である。 

エ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等による支援が期待で

きず、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分である。 

 

（３）施設の名称         ニューバード 

（４）施設の所在地      神奈川県横浜市港北区新羽町２５３０－４ 

（５）電話番号           ０４５－５３４－０１５０ Fax ０４５－５４４－７４７７ 

（６）施設長（管理者）   菊池 威人 

（７）当施設の運営方針   家族との協働により、入居者が生活者としての自覚を育み、 

明日ある生活、そして他者を意識する生活が送れるよう支援します。 

施設側の一方的な運営を避け、入居者の気持ち・家族・関係者の意見

を反映しながら運営します。 

（８）開設年月         平成１９年５月１日 

（９）入所定員           １００人 
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３．施設の概要 

（１）建物の構造    鉄骨鉄筋コンクリート造 地上４階 

（２）建物の延べ床面積   6745.56㎡ 

 

４．居室の概要 

  当施設では以下の居室・設備をご用意しています。利用される居室は、すべて個室です。本人

の身体上の状況等を考慮し事業者側で指定させて頂きます。 

 

居室・設備の種類 室   数 備    考 

個室 (１人部屋)    １００室 全室個室 

  リビングダイニング     １０室 各ユニット 

  浴       室     １１室 特殊浴槽・一般浴(個浴) 

  多 目 的 室      ２室  

  医  務  室      １室  

※上記は、厚生労働省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に必置が義務づけられてい

る施設・設備です。 

☆居室の変更：ご契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況により

施設でその可否を決定します。また、ご契約者の心身の状況により居室を変更する場合があ

ります。その際には､ご契約者やご家族等と協議のうえ決定するものとします｡ 

 

５．職員の配置状況 

当施設では、ご契約者に対して指定介護福祉施設サービスを提供する職員として、以下の職種

の職員を配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職     種 常  勤  非常勤  計 

施 設 長 1 名 － 1 名 

介 護 職 員 37 名 7 名 44 名 

生 活 相 談 員 3 名 － 3 名 

看 護 職 員 6 名 3 名 9 名 

機 能 訓 練 指 導 員 1 名 － 1 名 

介 護 支 援 専 門 員 2 名 － 2 名 

医 師 (嘱託) － 2 名 1 名 

管 理 栄 養 士 1 名 － 1 名 

事 務 職 員 4 名 － 4 名 
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<職務内容> 

職員 職務内容 

１．施設長（管理者） 施設全体の管理・業務の実施状況の把握、その他の管理、必要

な指揮命令を行います。 

２．介護職員 ご契約者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助

言等を行います。 

３．生活相談員 ご契約者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行いま

す。 

４．看護職員 主にご契約者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生

活上の介護、介助等も行います。 

５．機能訓練指導員 ご契約者の機能訓練を担当します。 

６．介護支援専門員 ご契約者に係る施設サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

生活相談員が兼ねる場合もあります。 

７．医師（嘱託） ご契約者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

８．管理栄養士 ご契約者の栄養ケアプランを作成します。食事の提供に当り、

バランスの良い栄養価及び嗜好を考慮した献立の作成及び調

理の指導に当ります。 

９．事務員 施設全体の事務管理を行います。 

 

<主な職種の勤務体制> 

職種 勤 務 体 制 

１． 医  師 月 4回 

２． 介護職員 標準的な時間帯における最低配置人員 

早番：  7:00  ～ 16:00  10 名 

日勤：下記のいずれかの時間帯 10 名 

① 8:00～17:00   ④9:30～18:30  ⑦11:00～20:00 

② 8:30～17:30   ⑤10:00～19:00  ⑧11:30～20:30 

③ 9:00～18:00   ⑥10:30～19:30  ⑨12:00～21:00 

遅番： 13:00  ～  22:00  10 名 

夜勤： 22:00  ～ 7:00    5 名 

３． 看護職員 標準的な時間帯における最低配置人員 

日勤： 8:00 ～  18:15    3 名 

 

６．当施設が提供するサービスと利用料金 

  当施設では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

当施設が提供するサービスについて、 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

があります。 
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<サービスの概要>  

①居室の提供 

・居室は全て個室で、広さは約１８㎡（畳１１帖分）です。            

・居室内にはベッド（寝具一式）、床頭台、エアコン、トイレ、洗面所等を設置しています。 

  ②食事 

・当施設では、管理栄養士が立てた栄養ケアプランにより、栄養並びにご契約者の身体の状

況および嗜好を考慮した食事を提供します。 

・契約者の状態により必要なときには医師の指示により、療養食を提供します。 

・ご契約者の自立支援のため離床してリビングにて食事をしていただくことを原則としてい

ます。 

・契約者の生活リズムを尊重し、食事時間も余裕を持って設定いたします。 

（食事時間） 

朝食：８：００〜、昼食：１２：００〜、夕食：１８：００〜 

③入浴 

・契約者の身体の状況に合わせて、入浴又は清拭を週２回以上行います。 

・一般浴槽（個浴）機械浴槽を使用して入浴することができます。  

④排泄 

・排泄の自立を促すため、ご契約者の身体能力と安全を配慮し、契約者の意思を尊重した介

助を行います。 

⑤機能訓練 

・機能訓練指導員の作成した個別機能訓練計画により、ご契約者の心身等の状況に応じて、

日常生活を送るのに必要な機能の回復又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

⑥健康管理 

・医師や看護職員が、健康管理を行います。 

⑦その他自立への支援 

・アクティビティ・クラブ活動にて楽しみのある生活を支援します。 

・毎朝夕の着替えの支援を行い、リズム感のある一日を過ごせるよう支援します。 

・整髪、整容口腔ケア等身だしなみについて快適な日々を過ごせるよう支援します。 

 

<主なレクリエーション・行事予定> 

 ご契約者の希望によりレクリエーションに参加していただくことができます。 

1月 初詣、護摩祈祷 7月 七夕、土用丑の日 

2月 節分祭 8月 花火、コンサート 

3月 ひな祭り、コンサート 9月 敬老会式典 

4月 お花見 10月 神輿渡御、運動会 

5月 設立記念日、餅つき 11月 秋祭り、北新羽モルック交流会 

6月 居酒屋イベント 12月 クリスマス、コンサート 
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契約書第 22条に定める所定の料金 

ご契約者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日から 

   現実に居室が明け渡された日までの期間に係る料金 (１日あたり)  

要介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

費用 14,485 円 15,364 円 16,318円 17,208 円 18,076 円 

＊ご契約者が、要介護認定で自立又は要支援１･要支援２と判定された場合14,485 円 

 

<サービス利用料金（１日あたり）>（契約書第７条参照）  

 

（１）料金 

（別紙１）の料金表により、ご契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保

険給付額を除いた金額（自己負担額）と、居住費・食事に係る標準自己負担額・介護保

険給付対象外のサービス利用料の合計金額をお支払いください。（サービス利用料金は、

ご契約者の要介護度、利用者負担段階、加算項目に応じて異なります）また、介護保険

の制度改正や施設の体制により変更する場合があります。 

 

（２）お支払い方法 

ご利用月の翌月に請求書をお送りし、毎月２７日に引き落としとなります。（1か月に満

たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額とします） 

 

<入居中の医療の提供について>  

医療を必要とする場合は、ご契約者の希望により、下記嘱託医の診察、協力医療機関にお

いて診療、入院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入

院治療を保証するものではありません。また、下記医療機関での診療・入院治療を義務づ

けるものでもありません。） 

① 嘱託医 

医療機関の名称 医療法人社団健志会 つるみクローバークリニック 

所在地 神奈川県横浜市鶴見区下末吉 6-3-25 ｸﾘﾆｯｸｾﾝﾀｰ三ツ池公園 102 

② 精神科医 

医療機関の名称 たま田園心療クリニック 

所在地 神奈川県横浜市青葉区美しが丘一丁目23番 2号 

③ 協力歯科医療機関 

医療機関の名称 サリーレ歯科 

所在地 神奈川県横浜市旭区二俣川 2-86-7 サリーレ二俣川 1階 

④ 協力医療機関 

７．

締

結

か

医療機関の名称 医療法人 三星会 大倉山記念病院 

所在地 神奈川県横浜市港北区樽町一丁目 1番 23号 

診療科 内科・外科・整形外科・脳神経外科・泌尿器科・眼科・皮膚科 
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らサービス提供までの流れ 

ご契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入居までに作成する

「施設サービス計画（ケアプラン）」「栄養ケアプラン」に定めます。｢施設サービス計画（ケ

アプラン）｣「栄養ケアプラン」の作成及びその変更は次の通り行います。（契約書第３条参

照）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．サービス提供における事業者の義務（契約書第 9条、第 10条参照） 

当施設は、ご契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

②その担当者は施設サービス計画・栄養ケアプランの原案について、ご契

約者及びその家族等に対して説明し、同意を得たうえで決定します。 

③施設サービス計画・栄養ケアプランは、年に１回、もしくは必要に応じ

て随時、ご契約者及びその家族等と協議して、施設サービス計画を変更し

ます。 

④施設サービス計画・栄養ケアプランが変更された場合には、ご契約者に

対して書面を交付し、その内容を確認していただきます。 

①当施設の介護支援専門員・管理栄養士に施設サービス計画・栄養ケアプ

ランの原案作成やそのために必要な調査等の業務を担当させます。 

① 契約者の生命、身体、財産の安全･確保に配慮します。 

②ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の

うえ、ご契約者から聴取、確認します。 

③ご契約者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の 30 日前までに、要介護

認定の更新の申請のために必要な援助を行います。 

④ご契約者に提供したサービスについて記録を作成し、5 年間保管するとともに、

ご契約者又は代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

⑤ご契約者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。 

  ただし、ご契約者又は他の利用者等の生命、身体を保護するために緊急やむを得

ない場合には、記録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場合

があります。 

⑥事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り得

たご契約者又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しませ

ん。（守秘義務） 

 ただし、ご契約者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等にご契約

者の心身等の情報を提供します。 

 また、ご契約者の円滑な退所のための援助を行う際には、あらかじめ文書にて、

ご契約者の同意を得ます。 
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９．施設利用の留意事項 

  当施設のご利用にあたって、施設に入所されている利用者の共同生活の場としての快適性、安

全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

（１）持ち込みの制限 

入居にあたり、他の利用者に迷惑がかかる物や、施設運営に支障をきたす物については持

込をお断りすることがあります。 

（２）面会 

    ９：００～１８：００の間は、いつでもご面会いただけます。また、看取りの方への面会

に制限はありません。ただし、夜間帯は正面玄関の自動ドアが施錠されておりますのでご

面会の際は、施設へお電話いただくかインターホンを押してお知らせください。 

※ 施設内で感染症が流行している場合、面会を見合わせる事があります。 

※ 来訪者は、必ず所定の面会票にご記入下さい。 

※ インフルエンザや新型コロナウィルス等の感染症に羅患、泥酔状態の場合等、他の利用

者に迷惑のかかる場合はご面会をお断りすることがあります。 

※ 尚、来訪される場合、他の利用者に迷惑のかかる物や、施設運営に支障をきたす物につ

いては持込をお断りすることがあります。 

（３）外出・外泊（契約書第24条参照） 

外出、外泊をされる場合は、事前にお申し出下さい。 

また、職員付き添いのもとで近隣への散歩などをおこないます。（別紙確認書類あり） 

（４）食事 

食事が不要な場合は、前日 18:00 までにお申し出下さい。それまでに申し出があった場合

には、重要事項説明書「６．当施設が提供するサービスと利用料金」に定める食費は減免

されます。 

（５）施設・設備の使用上の注意（契約書第11条、第 12条参照） 

○居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

○ご契約者がホームの施設、設備を滅失、破損、汚損もしくは変更した場合には、自己負担

により原状に復していただくか、又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

○ご契約者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場合

には、ご契約者の居室内に立ち入り、必要な措置を取ることができるものとします。但し、

その場合、ご本人のプライバシー等の保護について、十分な配慮を行います。 

○ご契約者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、ご契約者及びそのご家族等

と事業者との協議により、居室または共用施設、設備の利用法等を決定するものとします。 

○当施設の職員や他の入居者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動を

行うことはできません。 

（６）喫煙 

施設内での喫煙はできません。原則として火気については施設で管理させて頂きます。 

（７）夜間巡視 

    夜間帯は定時で巡視をいたします（別紙確認書類あり） 

（８）鍵 

    居室の鍵は希望に応じてご本人に管理していただけます。（別紙確認書類あり） 
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１０．損害賠償について（契約書第 13条、第 14条参照） 

    当施設において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は速や 

かにその損害を賠償いたします。守秘義務および個人情報保護法に違反した場合も同様とし

ます。ただし、その損害の発生について、ご契約者に故意又は過失が認められる場合には、

ご契約者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償責

任を減じる場合があります。 

 

１１．施設を退所していただく場合（契約の終了について） 

当施設との契約は契約締結の日から要介護認定の有効期間の終了日となっています。 

従って、以下のような事由がない限り、有効期間中はサービスを利用することができますが、

仮にこのような事項に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、ご契約者に退

所していただくことになります。（契約書第16条参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ご契約者からの退所の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第 17条 18条参照） 

契約の有効期間であっても、ご契約者から当施設からの退所を申し出ることができます。

その場合には、退所を希望する日の 7日前までに解約届出書をご提出ください。ただし、

以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

     

   

 

   

   

   

   

   

  

  

 

① ご契約者が亡くなられた場合 

② 要介護認定において、「自立」、「要支援１・２」と認定された場合 

要介護状態の改善が認められ、かつ、次に掲げる要件のある場合 

１） 要介護認定において介護認定審査会の意見が付された場合 

③ 要介護認定の更新時において要介護１又は２となり、かつ特例入所の要

件に該当しなくなった場合 

④ 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由に

よりホームを閉鎖した場合 

⑤ 施設の滅失や重大な毀損または建替え等により、ご契約者に対するサー

ビスの提供が不可能になった場合 

⑥ 当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑦ 契約期間が満了した場合 

⑧ ご契約者から退所の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい） 

⑨ 事業者から退所の申し出を行った場合（詳細は以下をご参照下さい） 

① 要介護状態の改善が認められ、かつ、次に掲げる要件のある場合 

１） 家庭における介護力・介護環境の改善が認められ、入所者・家族が退所を希

望している場合 

② 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

③ ご契約者が入院された場合 

④ 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設

サービスを実施しない場合 

⑤ 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務・個人情報保護に違反した場合 

⑥ 事業者もしくはサービス従事者が故意または過失によりご契約者の身体・財物・

信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情

が認められる場合 

⑦ 他の利用者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐

れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 
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（２）事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除）（契約書第 19条参照） 

（３）以下の事項に該当する場合には、当施設からの退所をしていただくことがあります。 

＊契約者が病院等に入院された場合の対応について＊（契約書第２１条参照） 

当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、

故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しが

たい重大な事情を生じさせた場合 

② ご契約者による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期

間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしく

は他の利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行

為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ

た場合 

④ ご契約者が連続して３か月を超えて病院又は診療所に入院すると見込まれ

る場合もしくは入院した場合 

  医学的管理の必要性が増大し、施設での介護が困難と認められる場合 

３か月を超える長期にわたる入院加療が必要となった場合 

⑤ ご契約者が介護老人保健施設に入所した場合もしくは介護療養型医療施設

に入院した場合 

⑥ ご契約者が正当な理由なく 2 週間以上居室を利用しない場合 

⑦ ご契約者又は利用者の家族等からの職員に対する身体的暴力、精神的暴力

又はセクシャルハラスメントにより、職員の心身に危害が生じ、または生

ずるおそれのある場合であって、その危害の発生又は発生を防止すること

が著しく困難であるなどにより、ご契約者に対して介護サービスを提供す

ることが著しく困難な場合。 

 

３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。ただし、

入院加療の必要がなくなり、再入所の希望があった場合は優先的に再入居のご案内を

致します。（契約の解除日から2年以内とします） 

 

③３ヶ月以内の退院が見込まれない場合 

6 日以内（複数の月にまたがる場合は 12泊）の短期入院の場合は、退院後再び施設に

入所することができます。但し、入院期間中であっても、所定の利用料金をご負担い

ただきます。 

①検査入院等、6日間以内の短期入院の場合 

上記短期入院の期間を超える入院については、３ヶ月以内に退院された場合には、退

院後再び施設に入所することができます。但し、入院時に予定された退院日よりも早

く退院した場合等、退院時にホームの受入準備が整っていない時には、併設されてい

る短期入所生活介護の居室等をご利用いただく場合があります。 

②７日間以上３ヶ月以内の入院の場合 
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＜入院期間中の利用料金＞ 

上記、入院期間中の利用料金については、介護保険から給付される費用の一部および、居住

費・特別室費（対象の方）をご負担いただくものです。 

なお、ご契約者が利用していたベッドを短期入所生活介護に活用することに同意いただく場

合には、所定の利用料金をご負担いただく必要はありません。 

 

（４）円滑な退所のための援助 

ご契約者が当施設を退所する場合には、ご契約者の希望により、事業者はご契約者の心身

の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助をご契約者

に対して速やかに行います。 

○適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

○居宅介護支援事業者の紹介 

○その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

※ご契約者が退所後、在宅に戻られる場合には、その際の相談援助・訪問援助・連携にか

かる費用を（介護保険から給付される費用の一部）をご負担いただきます。 

 

１２．残置物引取人（契約書第 23条参照） 

入居契約が終了した後、当施設に残されたご契約者の所持品(残置物)をご契約者自身が引き

取れない場合に備えて、「残置物引取人」を定めていただきます。 

当施設は、｢残置物引取人｣に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。 

残置物は契約終了後、２週間を目安にお引き取りをお願いしております。 

   また、引渡しにかかる費用についてはご契約者又は残置物引取人にご負担いただきます。 

※残置物の寄贈はお断りさせていただいております。 

※入居契約締結時に残置物引取人が定められない場合であっても、入居契約を締結すること

は可能ですが、残置物の処置については施設の判断で行います。 

 

１３．苦情の受付について（契約書第２６条参照） 

（１）当施設に置ける苦情の受付 

当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

苦情解決体制は（別紙３）を参照ください。 

 

 ○苦情受付担当者 

     介 護 課 長       湯藤 高伸 

○苦情解決責任者 

  施  設  長       菊池 威人 

○第三者委員 

  新羽地区連合町内会 監事   大谷 佐一（045-592-4656） 
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（２）行政機関その他苦情受付機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４．身体的拘束について（契約書第９条参照） 
 

ご契約者又は、他の利用者等の生命、身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

身体的拘束その他ご契約者の行動を制限する行為を行いません。 

 

（１）緊急やむを得ない場合とは 

 

①「切迫性」  契約者本人または他の利用者等の生命または身体が危険にさらされる可能

性が著しく高い場合。 

②「非代替性」身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がない場合。 

   ③「一時性」 身体拘束その他の行動制限が一時的なものである場合。 

（２）身体的拘束を行う場合の手続 

①第一に他の代替策を検討します。 

   ②実施にあたっては、必要最小限の方法、時間、実施方法の適正、安全性に留意し、 

    事前にご家族などに連絡をします。 

  ③身体的拘束の必要な状況が解消した場合はすみやかに解除します。 

   ④身体的拘束を行う際は記録を作成し、ご契約者及びご家族等は､その記録を閲覧し、 

    その写しの交付を求めることができます。 

 

１５．個人情報の保護について（契約書第 10条参照） 
 

（１）個人情報の収集、利用及び提供について 

ご契約者への安全で適切なサービスを提供するために、必要な範囲で個人情報を収集い

たします。その利用については、あらかじめ利用目的をお知らせし、その範囲を超えた

利用及び第三者への提供は以下の場合を除き原則いたしません。 

     ○事前にご契約者の同意をいただいている場合 

     ○個人の識別できない状態に加工してから利用する場合 

 

横浜市 はまふくコール      

（横浜市苦情相談コール

センター） 

 

所 在 地  神奈川県横浜市中区本町 6-50-10 

電話番号  ０４５－２６３－８０８４ 

FAX 番号  ０４５－５５０－３６１５ 

受付時間  月曜日から金曜日 9：00～17：00 

 

港北区役所高齢・障害支援課 

 

所在地  神奈川県横浜市港北区大豆戸町 26-1 

電話番号  ０４５－５４０－２３１７ 

FAX 番号  ０４５－５４０－２３９６ 

受付時間  月曜日から金曜日 9：00～17：00. 

 

神奈川県国民健康保険団体連合会 

 

所 在 地  神奈川県横浜市西区楠町２７－１ 

電話番号  ０４５－３２９－３４４５ 

受付時間  月曜日から金曜日 9：00～17：00 
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     ○法令等に基づく場合や生命、身体等の保護が優先される場合 

（２）個人情報の安全管理について 

    ご契約者の個人情報を正確かつ最新の状態に保つよう努めます。 

また、個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏えい、不正アクセスなどに対する適切な情報

セキュリティ対策を実施し、個人情報の安全管理に努めます。 

（３）個人情報開示、修正など 

ご契約者からご本人の個人情報開示を求められた場合には、遅滞無く内容を確認し、当

法人の開示手順に従った対応を致します。 

（４）関係法令及びガイドライン等の遵守 

当法人は、個人情報の取扱いに関し、個人情報保護法に関する法令、ガイドライン、そ

の他の規範を遵守致し、継続的な改善が図られるよう取組んでまいります。 

 

１６．看取り介護について 
 

   ご契約者が医師より「回復困難」と診断された時に、医療機関ではなく当施設での終末期ケ

アを希望される場合には、当施設の「看取り介護に関する指針（別紙２）」に従って介護支

援をさせていただきます。 

 

１７．施設従事者による高齢者虐待への対応について 
 

   当施設の全職員は万が一、施設内において施設従事者による高齢者虐待（身体的・精神的虐

待、介護放棄、わいせつな行為、不当な財産処分等）を受けた入居者を発見した場合には、

速やかに市町村へ通報する等、法令に遵守した対応を致します。 

 

１８．事故発生の防止及び発生時の対応について 

 

当施設では事故の発生又はその再発を防止する為、以下の措置を講じます。 

（１）事故発生時、又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合には当該事実を施設内で共

有の上、原因分析を通して改善策を検討し実施します。 

（２）対象事故を職員に周知徹底する為、安全対策担当者（副施設長：熊谷 透）を設置し事

故発生防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行います。 

（３）事故が発生した場合は、速やかに市町村、ご契約者の家族等に連絡を行うとともに必要

な措置を講じ、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録します。 

 

１９．緊急時等の対応について 

 

当施設において介護福祉サービスの提供を行っている時に、契約者に病状の急変等が生じた

場合その他必要な場合は、速やかに主治医又はあらかじめ当施設が定めた協力医療機関への

連絡を行うとともに必要な措置を講じます。 

 

２０．非常時災害対策について 

 

 （１）非常災害に備えて定期的に避難、救出、夜間想定を含め、その他必要な訓練を年２回以上

実施します。 
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 （２）消防法に準拠して非常災害に関する具体的計画を別に定め、非常災害時の関係機関への通

報及び連携体制を整備し、それらを定期的に職員に周知します。 

２１．業務継続計画の策定等について 

 （１）感染症や非常災害の発生時において、ご契約者に対するサービスの提供を継続的に実施す

るための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための業務継続計画（BCP）を策定し、

当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

 （２）職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実

施します。 

 （３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

２２．衛生管理等について 

 （１）サービスの提供に必要な設備及び飲用水について、衛生的な管理に努め、衛生上必要な処

置をいたします。 

 （２）感染症の発生またはまん延防止のための必要な処置をいたします。 

 （３）食中毒及び感染症の発生を予防するための処置について、必要に応じて保健所の助言指導

を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

 

２３．ハラスメント対策について 

   当施設は、適切な介護サービスの提供を確保する観点から、施設内において職員に対する以

下のハラスメントの防止の為に必要な措置を講じます。ここでいうハラスメントとは、行為

者を限定せず優越的な地位又は関係を用いたり、拒否、回避が困難な状況下で下記のいずれ

かの行為に該当するものとします。 

 

（１）身体的な力を使って危害を及ぼす行為（回避して危害を免れた場合も含む） 

（２）個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり貶めたりする行為 

（３）意に添わない性的な誘いかけ、好意的態度の要求等、性的な嫌がらせ 

 

２４．第三者評価の実施状況について 

      当施設における第三者評価の受審はありません。 
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重要事項説明確認書 

 

  年  月  日 

 

指定介護福祉施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

指定介護老人福祉施設  ニューバード 

 

説明者氏名     氏名                         印 

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、確認をし、交付を受けました。 

 

契約者住所                                           

 〒            

 

                                        

 

氏名                          印 

 

身元引受人住所                                           

 〒            

 

                                        

 

氏名                          印 

 

（続柄） 

  この重要事項説明書は、厚生省令第 39号（平成 11年 3月 31日）第 4条の規定に基づき、入居申込者又はその

家族への重要事項説明のために、平成１９年５月１日 作成したものです。 

平成２０年１１月１日  改定    平成２６年 ９月１日  改定   令和 ３年 ８月１日  改定 

平成２１年 １月１日  改定    平成２７年 ４月１日  改定   令和 ３年１０月１日  改定 

平成２１年 ４月１日  改定    平成２７年 ８月１日  改定   令和 ４年 １月１日  改定 

平成２１年 ５月１日  改定    平成２８年 ７月１日  改定   令和 ４年 ４月１日  改定 

平成２１年 ７月１日  改定    平成２８年 ８月１日  改定   令和 ４年１０月１日  改定 

平成２１年 ８月１日  改定        平成２９年 ４月１日  改定   令和 ６年 ４月１日  改定 

平成２２年 ６月１日  改定        平成２９年 ５月１日  改定   令和 ６年 ８月１日  改定 

平成２２年１０月１日  改定       平成３０年 ４月１日  改定   令和 ７年 ５月１２日 改定 

平成２３年 １月１日  改定    平成３０年 ８月１日  改定   令和 ８年 ３月１日  改定 

平成２４年 ４月１日  改定    令和 １年 ５月１日  改定   令和 ８年 ６月１日  改定 

平成２４年 ８月１日  改定    令和 １年 ６月１日  改定    

平成２５年 ３月１日  改定    令和 １年１０月１日  改定    

平成２５年 ５月１日  改定    令和 ２年 １月１日  改定    

平成２６年 ４月１日  改定    令和 ３年 １月１日  改定    

平成２６年 ５月１日  改定    令和 ３年 ４月１日  改定    
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（別紙１）料金表 

  地域単価は 1単位あたり 10.72円 

区

分 

項目 金額 算定 

単位数 1割負担 2割負担 3割負担 

基

本

単

価 

要介護１ 670 719 円/日 1,437円/日 2,155円/日 個別 

要介護２ 740 794 円/日 1,587円/日 2,380円/日 個別 

要介護３ 815 874 円/日 1,748円/日 2,621円/日 個別 

要介護４ 886 950 円/日 1,900円/日 2,850円/日 個別 

要介護５ 955 1,024円/日 2,048円/日 3,072円/日 個別 

加

算 

精神科医療養指導加算 5 6 円/日 11 円/日 16円/日 〇 

再入所時栄養連携加算 200 429 円/回 858 円/回 1,287円/回  

療養食加算（1食あたり） 6 7 円  13 円 20 円  

経口移行加算 28 30 円/日 60 円/日 90円/日  

経口維持加算Ⅰ 400 429 円/月 858 円/月 1,287円/月  

経口維持加算Ⅱ 100 108 円/月 215 円/月 322 円/月  

日常生活継続支援加算 46 50 円/日 99 円/日 148 円/日 〇 

口腔衛生管理加算 90 97 円/月 193 円/月 290 円/月  

看護体制加算（Ⅰ） 4 5 円/日 9円/日 13円/日 〇 

看護体制加算（Ⅱ） 8 9 円/日 17 円/日 26円/日 〇 

夜勤職員配置加算（Ⅱ）ロ 18 20 円/日 39 円/日 58円/日 〇 

夜勤職員配置加算（Ⅳ）ロ 21 23 円/日 45 円/日 68円/日  

初期加算 30 33 円/日 65 円/日 97円/日 〇 

安全対策体制加算（入所日のみ） 20 22 円 43 円 65 円  

入院・外泊時費用 246 264 円/日 528 円/日 792 円/日  

外泊時サービス提供加算 560 601 円/日 1,201円/日 1,801円/日  

個別機能訓練加算 12 13 円/日 26 円/日 39円/日  

生活機能向上連携加算 

（個別機能訓練加算算定の場合） 

100 108 円/月 215 円/月 322 円/月  

生活機能向上連携加算 200 215 円/月 429 円/月 644 円/月  

配置医師緊急時対応加算 

（早朝・夜間） 

650 697 円 1,394円 2,091円  

配置医師緊急時対応加算 

（深夜） 

1,300 1,394円 2,788円 4,184円  

看取り介護加算Ⅰ 

（死亡日以前45～31 日前） 

72 78 円/日 

 

155 円/日 232 円/日  

看取り介護加算Ⅰ 

死亡日以前 4～30日前 

144 155 円/日 309 円/日 463 円/日  

看取り介護加算Ⅰ 

死亡日の前日又は前々日 

680 729 円/日 1,458円/日 2,187円/日  

看取り介護加算Ⅰ 

死亡日 

1,280 1,373円 2,745円 4,117円  

看取り介護加算Ⅱ 

（死亡日以前45～31 日前） 

72 78 円/日 

 

155 円/日 232 円/日  

看取り介護加算Ⅱ 144 155 円/日 309 円/日 463 円/日  
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死亡日以前 4～30日前 

看取り介護加算Ⅱ 

死亡日の前日又は前々日 

780 837 円/日 1,673円/日 2,509円/日  

看取り介護加算Ⅱ 

死亡日 

1,580 1,694円 3,388円 5,082円  

生産性向上推進体制加算Ⅱ 10 11 円/月 22 円/月 33円/月 〇 

在宅復帰支援機能加算 10 11 円 22 円 33 円  

退所前訪問相談援助加算 460 494 円 987 円 1,480円  

退所後訪問相談援助加算 460 494 円 987 円 1,480円  

退所時相談援助加算 400 429 円 858 円 1,287円  

在宅入所相互利用加算 40 43 円 86 円 129 円  

認知症行動・心理症状緊急対応加算 200 215 円/日 429 円/日 644 円/日  

若年性認知症入所者受入加算 120 129 円/日 258 円/日 386 円/日  

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）ロ 介護報酬総単位数（基本単位+各種加算）×17.6％ 〇 

  ※ 加算項目に〇がついている場合は、全ての方が算定対象となっております。 

 

 

当施設の居住費・食費の負担額 

利用者負担段階 食費 食費（令和 8年 8月～） 居住費 居住費（令和 8年 8月～） 

第１段階 300 円 300円 880円 880 円 

第２段階 390 円 390円 880円 880 円 

第３段階① 650 円 680円（30円増額） 1,370 円 1,370 円 

第３段階② 1,360 円 1,420 円（60円増額） 1,370 円 1,470 円（100円増額） 

第４段階 1,720 円 1,720 円 3,300 円 3,300 円 

居室と食事に係わる費用について、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載してい

る負担限度額とします。 
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 介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第５条参照）＊ 

 以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

項  目 金 額  摘  要 

預り金管理費 2,000 円  1ヶ月 

理美容代 実費   

おやつとヨーグルト（嗜好飲料含む） 260円  １日（入居者の希望による） 

おやつ（嗜好飲料含む） 210 円  １日（入居者の希望による） 

ヨーグルト（嗜好飲料含む） 105 円  １日（入居者の希望による） 

教養娯楽・レクリエーション費 

（材料代） 
実費 手芸等を行った場合 

食材料費 実費 おやつ作りの材料代（月1～２回） 

行事費 実費 （入居者の希望による） 

コピー代  10円  1枚 

テレビ等電気機器持込料（電気代）  別表１参照 

ドライクリーニング 実費  

特別室費 550円 

 1日 （該当室は別表２参照） 

平成 21年 1月 1日以降に入居 

された方のみ対象 

 

別表１ 電気機器持込料（電気代）      ※別紙確認書類あり 

項  目 月 額 項  目 月 額 

テレビ・CDラジオ・パソコン 100円 空気清浄機 200 円 

DVDビデオレコーダー 100 円 電気毛布 400円 

多機能端末機器（充電器） 100 円 電気カーペット 400円 

加湿器 400 円 アンカ 200円 
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別表２ 特別室 

2 階 3階 4階 

201、202、203、205、206 

207 

301、302、303、305、306 

307、308、310、311、313 

316、317、318、331、332 

333、335、336、337、338 

340、341、342 

401、402、403、405、406 

407、408、410、411、412 

413、415、416、417、418 

420、421、422、423、428 

430、431、432、433、435 

436、437、438、440、441 

442 

 

（別記） 

  特別室設定の根拠 

・眺望、日当り良好の室、床面積の広い室 
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（別紙２） 

ニューバード 看取りに関する指針 

 

1.当施設における看取りの考え方 

看取りとは、近い将来に死に至ることが予見される方に対し、その身体的・精神的苦痛、苦悩をで

きるだけ緩和し、尊い命が燃え尽きる最期のときまで、その人らしい生き方ができることを目的と

して心をこめて援助を行うこと。 

 

2.当施設における看取り介護実施の定義 

看取り介護は、特別養護老人ホームニューバード（以下、施設）の入居者と家族と多専門職種とが

十分に話し合い、本人の意思決定を基本としたうえで、人生の最終段階における医療・ケアを進め

ることを原則とする。入居時に「ライフプラン」にて最終段階における医療・ケアの現在の意向を

聞き取る。ケアプラン更新時と心身の状態変化や意思変更があった際は速やかに「ライフプラン」

の内容更新を行う。 

入居者が医師の診断のもと、回復不能な状態に陥った時に、最期の場所及び治療等について「ライ

フプラン」、本人の意思、ならびに家族の意向を最大限に尊重して行う。看取り介護の体制構築・強

化を推進し、質の高いケアを行い、看取り介護を充実させる。 

（別紙 看取り介護の体制図参照） 

 

3.看取り介護の視点 

終末期の過程においては、その死をどのように受け止めるかという、個々の価値観が存在し、看取

る立場にある家族の思いが日々揺れ動くことも普通の状態として考えられる。 

施設での看取り介護は、長年過ごした場所で親しい人々に見守られ自然な死を迎えられることであ

り、施設は入居者又は家族に対し、以下の確認を事前に行い理解を得る。 

 

① 施設における医療体制の理解 

  ・常勤医師の配置がないこと 

  ・医師、協力医療機関と連携し必要時は、２４時間の連絡体制を確保し、必    

   要応じ健康上の管理等に対応すること 

  ・夜間は医療スタッフが不在であること 

  ・看護職員は、緊急時の連絡に２４時間対応できるオンコール体制であること 

 

② 病状の変化等に伴う緊急時の対応は看護師が医師と連絡を取り判断する 

③ 夜間においては夜間勤務職員が夜間緊急連絡体制にもとづき、施設長、看護師と連絡を取り緊

急対応を行う 

④ 家族との２４時間連絡体制を確保する 

⑤ 看取り介護に対する本人または家族の同意を得る 
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4.看取り介護の具体的支援内容 

① 入居者に対する支援 

１．身体的ケア 

・バイタルサインの確認 

・環境整備 

・苦痛の緩和 

・安寧、安楽への配慮 

・清潔への配慮 

・排泄への配慮 

・栄養、水分補給への配慮 

 

２．精神的ケア 

・身体的苦悩の緩和 

・コミュニケーションを重視 

・プライバシーへの配慮 

・全てを受容しニーズに沿う態度 

 

３．看護処置 

・医師の指示にもとづいた必要な処置 

 

② 家族に対する支援 

・変化していく身体状況は定期的に医師からの説明を行う 

・適時カンファレンスを行い家族の意向を確認する 

・家族関係への配慮 

・家族の身体的・精神的負担への配慮 

・死後の援助（葬儀の連絡、調整、荷物の整理、相談対応等） 

 

5.看取り介護の具体的方法 

① 開始時期 

 看取り介護の開始については、医師により一般的に認められている医学的知見から判断して回復

の見込みがないと判断し、かつ、医療機関での対応の必要性が薄いと判断した対象者につき、医

師より本人又は家族にその判断内容を十分に説明し、看取り介護に関する計画を作成し終末期を

施設で過ごすことに同意を得て実施されるものである 

 

①  医師よりの説明 

 ・医師が①に示した状態で、看取り介護の必要性があると判断した場合、看護職員はまたは生活

相談員・介護支援専門員を通じ、本人の家族に連絡を取り日程を定め医師より本人又は家族に説

明を行う。この際、施設で出来る看取りの体制を示す 

 ・説明を受けた上で、本人または家族は施設で看取り介護を受けるか、医療機関 

  に入院するか選択することができる 
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③ 看取り介護の実施 

 ・施設内での看取り介護を希望した場合は、介護支援専門員は医師、看護職員、介護職員、管理

栄養士等と共同して看取り介護の計画を作成すること  

  なお、この計画は医師からの本人または家族への説明に際し事前に作成しておき、その際に同

意を得ることも考える 

 ・看取りのための個室を確保していること 

 ・施設の全職員は、本人が尊厳を持つ一人の人間として、安らかな死を迎えることができるよう

に支援となり身体的・精神的支援に努めること 

 

6.看取り委員会の設置 

① 設置の目的 

看取りの理念である「身体的・精神的苦痛、苦悩をできるだけ緩和し、尊い命が燃え尽きる最期

のときまで、その人らしい生き方ができること」に則り、安らかでその人らしい最期を迎える

ための、様々な支援の充実を図ることを目的とし、看取り委員会を設置する。 

② 構成 

（ア）施設長  （統括責任者） 

（イ）生活相談員  （情報収集等） 

（ウ）看護職員  （医師との連携、医療・看護面の管理） 

（エ）介護支援専門員 （計画立案等） 

（オ）管理栄養士   （食事面の管理） 

（カ）介護職員   （日常的なケアの現場の管理） 

（キ）その他、施設長が必要と認める者（外部専門家等） 

 

③ 委員会の開催 

原則として３か月に１回定期的に開催し、必要時には随時開催する。なお、委員会の実施にあ

たっては、テレビ会議システムを用いる場合がある。 

 

④ 看取り介護に関する研修 

看取り委員会において、主に介護職員を対象とした看取り介護に関する施設内職員研修会を、

定期的かつ継続的に実施する。ほか、新規採用者がある場合は、その都度「看取りについて」

を実施する。 

 

7.夜間緊急時の連絡と対応について 

施設の夜間緊急時の事故発生時対応マニュアルによって適切な連絡を行うこと 

 

8.協力医療機関との連携体制 

協力医療機関、嘱託医との連携により３６５日、２４時間の連絡体制を確保し必要に応じ健康上の

管理等に対応が出来る体制を確立している 
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9.その他 

①記録の保管 

看取り委員会の協議内容等、施設内における看取りに関する諸記録は 5年間保管する。 

②看取りに関する指針の閲覧について 

本指針は事務所に備え付け、いつでも自由に閲覧することが出来る。また、各部署にあるマニュア

ル綴り、全ての職員が閲覧可能とする。 

③指針等の見直し 

本指針及び看取りに関するマニュアル類等は看取り委員会において定期的に見直し、必要に応じて

改正するものとする。 

 

 

 

（附則） 

この指針は、平成１９年４月１日から施行する 

平成２０年１０月１日 改定 

平成２２年９月１日  改定 

平成２３年６月１日  改定 

平成２６年４月１日  改定 

平成２７年４月１日  改定 

令和 ３年４月１日  改定 
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・実施した看取り介護の検証 

・職員の精神的負担の把握と支援 

  

                                   
「看取り介護を通して」振り返りシートの作成 

 看取り実施の経緯の取りまとめ 

ユニット

会議 

体
制
の
整
備 

看
取
り
介
護 

振
り
返
り 

 

・「看取りに関する指針」の見直し         

 

・家族等に対する看取り介護に関する報告会の開催   

 

・入居者又はその家族及び地域住民との意見交換による地域への啓発活動の実施 

 

 

・「看取りに関する指針」の策定 

・入居時 「看取りに関する指針」を入居者またはその家族に対して説明 

     ライフプランの説明 

看取り介護時の医療行為等に関する意思確認書についての説明 

     （心肺蘇生を含む延命処置の希望について） 

・看護職員（２４時間オンコール体制） 

・介護職員（看護職員不在時の対応 オンコール基準・夜勤リーダー等の連携体制） 

・夜間・緊急時における事故発生時対応マニュアルの整備及び医師や医療機関との連携体制 

・看取りに関する職員研修 

・看取り委員会の開催（支援方法の充実） 

 

・「ライフプラン」をもとに本人の意向を反映させた「看取り介護に係る計画」の作成と、 

入居者又はその家族に対する説明 

・多職種連携のための情報共有（入居者の日々の状態の記録の一元化） 

・日々の状況を記録を元に家族に説明 

・弾力的な看護職員体制（オンコール体制） 

・家族への心理的支援 

 

看取り介護の体制図 

体
制
の
改
善 

看取り委員会 

家族懇談会 
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（別紙３） 

特別養護老人ホーム ニューバード 苦情解決体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政機関その他苦情受付機関 

横浜市 はまふくコール 

（横浜市苦情相談コールセンター） 

所在地 横浜市中区本町6-50-10 

電話番号 045-540-2317 

FAX番号 045-540-2396 

受付時間 月曜日から金曜日9:00～17:00 

港北区役所高齢・障害支援課 所在地 横浜市港北区大豆戸町 26-1 

電話番号 045-540-2317 

FAX番号 045-540-2396 

受付時間 月曜日から金曜日9:00～17:00 

神奈川県国民健康保険団体連合会 所在地 横浜市西区楠町27-1 

電話番号 045-329-3445 

受付時間 月曜日から金曜日9:00～17:00 

 

 

 

第三者委員 

大谷 佐一（新羽地区連合町内会監事） 

045-592-4656 

 

直接口頭・投書等（投書箱、郵送、メール） 

福祉サービスご利用者・ご家族 

苦情内容の確認 

検討指示 

報告 検討指示 

助言 報告 

報告 

苦情受付 

苦情解決責任者 

（施設長） 

第三者委員 
リスクマネジメント委員会 

（随時開催、定例は 1 回/月） 

検討会議招集 

 

改善方法の検討 

福祉サービスご利用者・ご家族 

・謝罪 

・検討内容の報告 

職員会議での報告 

リーダー会議等での報告 

職員研修の実施 
各担当者 

報告 

報告 
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特別養護老人ホーム ニューバード 相談・苦情解決手順 

 

１ 相談または、苦情等に対する常設の窓口を設置し、担当者を配置しています。 

  また、全職員が相談・苦情の受付を行います。 

 

 苦情受付担当者 介護課長 湯藤 高伸 

 苦情解決責任者 施設長 菊池 威人 

 

 （住所）横浜市港北区新羽町２５３０－４ 

 （電話）０４５－５３４－０１５０ 

（FAX） ０４５－５４４－７４７７ 

（ﾒｰﾙ） newbird@kindai-rf.or.jp 

 

２  円滑かつ迅速に相談・苦情を解決するための体制・手順 

 

・相談・苦情の申し出があった場合は、早急に解決に向けて対応を開始します。 

 

① 苦情受付担当者が苦情提供者・関係スタッフより事実確認を行います。 

② 苦情受付担当者が検討委員会を招集し、問題の所在・謝罪内容を協議します。 

③ 苦情解決責任者は協議結果を迅速に謝罪を含め具体的に実現します。 

 

・情報公開（掲示板）を行い、謝罪の意を表すと共に再発防止策につなげます。 

 

・記録は保管し、年度ごとに苦情の内容と傾向、対策等を分析・検討し再発防止に役立てます。 

 

・ご意見箱を設置し、速やかに苦情の収集とその対応ができるようにします。 

 ご意見箱は玄関脇の手指消毒コーナーに設置します。 

 苦情については、毎日苦情受付担当者が点検し、関係者と協議し解決への対策を図ります。 

 結果は、苦情解決責任者が謝罪を含め情報の公開を行います。 

 

３ 相談・苦情に対する施設の方針 

 

・苦情を施設全体の課題として前向きに検証する施設風土を作り上げます。 

・入居者・家族の参加型の運営方法を構築し意思疎通を図ります。 

・ボランティアや地域の方々が、地域の施設として意識していただけるような関係作りを図り、施

設の社会化を推進します。 

・日常の細やかな相談や問い合わせを含め、ご意見を真摯に受け止めサービスの質を高めるための

財産として記録・分析し再発防止に努めます。 

 


